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No.1　制限種類債権

　次の文章を読んで、後記の［設問 1］、［設問 2］及び［設問 3］に答えなさ

い。（配点：100 点〔［設問 1］、［設問 2］及び［設問 3］の配点は、40：30：

30〕）

【事実Ⅰ】
1.　2024年 10月 10日、高級なαリンゴを栽培する甲リンゴ園を経営するAは、

地元のB会社と、既に収穫可能な同園のリンゴを 1箱 10 個入りで 100 箱

（合計 1000 個）を販売する契約を締結した。代金は 1箱 3000 円で合計 30 万

円とし、代金の支払は納品後 1週間以内に行う約束である。

2.　Aは、同月 12 日に、甲リンゴ園のリンゴをC会社にも 1箱 10 個入りで

100 箱（合計 1000 個）を同じく合計 30 万円で販売した。BまたCへのリン

ゴの引渡しについては、10 月末まで行うことが合意され、引渡方法は、A

がその倉庫に準備をし、BCが受け取りに行く約束になっている。

3.　同年 10 月 24 日に、甲リンゴ園の地域を猛烈な台風が襲い、甲リンゴ園も

リンゴが大量に落果する被害を受けた。上記台風の通過後、Aが甲リンゴ園

を確認したところ、収穫可能なリンゴは思ったより少なく 1000 個しかな

かった。

4.　Aは事情をBCに話して、それぞれ 50 箱ずつしか引渡しができないこと、

代金は 15 万円となることを連絡した。しかし、Bも Cもこれを了承せず、

甲リンゴ園に 1000 個あるならば 100 箱（合計 1000 個）約束通り引き渡すよ

う求めている。同年 10 月 27 日、Aは毎年購入してくれているBを優先し、

1000 個を収穫し 100 箱に詰めて、これを全てBに引き渡した。

［設問 1］

　【事実Ⅰ】1から 4までを前提として、Cは、A及びBに対してどのような

法的請求また法的主張をすることができるか、理由を付して解答しなさい。A

に対するBCの権利については、① 500 個の引渡請求権ずつになるという考え
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と、② 1000 個の引渡請求権のままという考えとが可能であるが、いずれを適

切と考えるか検討した上で解答しなさい。なお、本件台風による落果は、不可

抗力によるものとして考えよ。

【事実Ⅱ】
　【事実Ⅰ】1〜 3の後に、以下の事実があった。

5.　Aは事情をBCに話して、それぞれ 50 箱ずつしか引渡しができないこと

を了承してもらい、BCはこれに応じて、50 箱（500 個）、代金 15 万円に契

約を変更することに応じた。そのため、2024 年 10 月 30 日、Aはリンゴを

収穫し、箱につめて 100 箱を用意した。

6.　リンゴの引渡しは、Aが引渡しの準備ができ次第連絡をして、BCが甲リ

ンゴ園に引取りにいくことになっていた。同日、Aは 100 箱の準備ができた

ため翌 31 日に引取りに来るようBCに通知をした。Aは、B引渡用とC引

渡用とに 50 箱ずつ分離することなく倉庫に保管していた。

7.　ところが、その夜に倉庫に窃盗団が入り、用意していた 100 箱のリンゴす

べてを盗み出した。Aは倉庫には厳重に鍵をかけた上で、夜中も収穫したリ

ンゴが保管されているため見回りをしていた。倉庫の壁を破壊して侵入する

という予見できない方法で窃盗がなされており、Aに過失は認められないも

のとする。

［設問 2］

　【事実Ⅰ】1〜 3及び【事実Ⅱ】を前提として、Aの BCに対する代金 15 万

円の支払請求が認められるかどうか検討しなさい。

　また、BCともに運送用の車両が仕事に使用されていて使えなかったため、

10 月 31 日に引取りにいけず、11 月 1 日の午前 2時頃に【事実】7の被害に

あった場合についても検討せよ。

【事実Ⅲ】
　【事実Ⅰ】1〜 3の後に、以下の事実があった。

8.　Aは事情をBCに話して、それぞれ甲リンゴ園のリンゴは 50 箱ずつしか
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引渡しができないことを了承してもらった。それと同時に、Aは、不足分の

甲リンゴ園のαリンゴ 50 箱に代えて、Aの親戚が経営する乙リンゴ園のα

リンゴ 50 箱（同じく 1箱 10 個入り）をAが買い入れて引き渡すことをBC

と合意をした。

9.　同年 10 月 29 日、Aはまず甲リンゴ園のリンゴを収穫し箱詰めし、BCに

それぞれ 50 箱ずつ引き渡した（持参債務と合意されているものとする）。残

りの 50 箱分のリンゴについても、10 月 30 日に、Aは乙リンゴ園からαリ

ンゴを仕入れて 50 箱ずつ用意し、BCの営業所に持参して受取りを求めた。

10.　Bはこれを受け取ったが、Cはやはり乙リンゴ園のαリンゴでは得意客

が納得しないと主張し、その受取りを拒否した。そのため、Aは乙から仕入

れた 50 箱を持ち帰り倉庫で保管していた。同年 11 月 1 日午前 2時頃、倉庫

に窃盗団が入り、この 50 箱のリンゴすべてを盗み出した。Aに過失は認め

られないものとする。

［設問 3］

　【事実Ⅰ】1〜 3及び【事実Ⅲ】を前提として、【事実Ⅲ】8の合意について

は、①契約内容の変更（債務内容の変更による更改）の合意、また、②代物弁

済の合意と解する可能性があるが、それぞれの解釈によりAはCに対してど

のような法的請求ができるのかを考え、本問ではいずれの解釈が適切か検討し

なさい。
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【設問 1】

A

B

C

① 1000
個販売

② 1000 個販売

③ 台風による落果で
　1000 個だけになる

④ 1000 個全部引渡し

所有

αリンゴ

甲リンゴ園

【設問 2】

αリンゴ

甲リンゴ園

A

B

C

500 個

④ それぞれ
　500 個に
　変更

⑤ 特定せず箱詰めして用意

⑥ 窃盗団により盗難

500 個

1000 個
残っている

所有

⑥の前に受領遅滞
　（後段の事例）

【設問 3】 ⑥ 引渡し

αリンゴ

甲リンゴ園

A

B

C

1000 個

1000 個
⑤ 仕入れる

⑥ 甲リンゴ園分の
　500 個のみ受領

⑦ C の分の 500 個が
　窃盗団により盗難

⑥ 甲リンゴ園のαリンゴ 500 個
　と、乙リンゴ園のαリンゴに
　変更

1000 個残っている

全部引渡し

乙リンゴ園
のαリンゴ
1000 個
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解説及び答案作成の指針

1　［設問 1］について（配点は 40点）

【出題趣旨】　［設問1］は，BCの Aに対する債権は制限種類債権であること，制限種類債権で
は履行不能があることを確認し，債権者が複数いて全員を満足させるに足りるだけの目的物
がなくなったが，それが不可抗力による場合の法律関係を検討してもらう問題である。それ
と同時に，事情変更の原則，台風についての不可抗力免責，その後の一方への引渡しによる
履行についての責任について検討することが求められる。

⑴　Aの債務の分析と確認
⒜　契約の性質──青田売りではなく，目的物は特定している　　もし契約時

期が，リンゴがなる前の例えば 2月頃であれば，栽培・収穫をする将来物の販売
（青田売り）と分析される。しかし，本問では，既にリンゴの実が収穫時期に達
している。ただその特定物

4 4 4

のうちの特定されていない 1000個の売買と考えるこ
とができる。そうすると，BCの債権は，現在甲リンゴ園になっているリンゴ（特

○ 言及すべき点及び論点 ○
1　［設問1］について
①制限種類債権（重要度A）
②リンゴが1000個になった場合にBCの
債権はどうなるか
○a リンゴが1000個になればBCの債権
は特定するのか（重要度C）
○b BCの債権は分割債権になるのか（重
要度A）

③事情変更の原則による契約改訂権（重要
度C）
④リンゴをすべてBに引き渡した効果（②
を前提として）
○a Cの債務の履行不能（重要度C）
○b Aの損害賠償義務（重要度C）

2　［設問2］について
①契約改訂の合意（重要度C）

②制限種類債権の特定（重要度A）
③債務者に帰責事由のない履行不能（重要
度B）
④債権者の受領遅滞（重要度A）
○a Aの損害賠償義務（重要度C）
○b履行不能解除（重要度C）

3　［設問3］について
①代物弁済の合意の効力（重要度C）
②提供と代物弁済の効力（重要度B）
③代物弁済と危険負担（重要度B）
④契約内容変更の合意（更改）と危険負担
（重要度B）
⑤いずれの合意と解するのが妥当か（重要
度B）
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定物）を対象とするが，そのどれかが特定していない制限種類債権と分析できる。
⒝　制限種類債権の効果　　当初は十分な数があり，甲リンゴ園のリンゴを

BCに 1000個ずつ引き渡すことは可能であった。ところが，その後に猛烈な台風
が襲い，甲リンゴ園の収穫間際のリンゴが被害を受け，引渡しができるリンゴが
1000個ほどになってしまった。制限種類債権は，種類債権とは異なり目的物が
「特定」されているため履行不能が考えられる特殊性がある。ただ本問では，BC

全員に全部を履行することは不可能になったが，BCのいずれかに 1000個を渡す
ことは可能である（いわば択一的不能）。結果として二重譲渡と同様の関係になっ
ており，この場合の法律関係を考えることが本問の課題である。

【答案作成についてのコメント】まず，本問の BCの債権が制限種類債権であることを確認し，全員に
対する履行は不能になっており，この場合の法律関係の問題提起をすべきである。判例もない議論
であり，問題に気が付いたことを示すことが求められる。

⑵　BCの債権はどうなるか
⒜　2つの解決の可能性　　本問のような事例を扱った判例はない。学説上も
殆ど議論がないが，2つの考えが可能である（奥田昌道編『新版注釈民法（10）Ⅰ』
314頁以下［金山直樹］）。Bが 1000個のリンゴを受けることは，それぞれの立場
でどう評価されるのであろうか。なお，事情変更の原則により，Aに変更権を認
めるべきかにも言及してもよい。

❶　割合比例説　　1つは，割合比例説であり，BCの債権に応じた分割債
権になり，BCそれぞれ 500個の引渡しを求める制限種類債権になるという考え
である（☞【図 1】）。この考えでは，Bは 500個しか引渡しを受ける債権はない
ので，1000個を受け取ったのは債権を超えた受領になる。混合寄託についての
665条の 2第 3項はこのような処理をしており，条文解釈としてはこの類推適用
という根拠づけが考えられる。

【図1　割合比例説】
　① �C500個の制限種類債権　　1000個の受領は 500個分を超える分は無効になる（引き渡さ

れた1000個の所有権はどうなるか）
　② �B500個の制限種類債権　　Cの債権は、Bへの 1000個の引渡しにより履行不能になるの

か（AがBから 500個を取り戻す可能性がある）

❷　上限確定説　　他は，上限確定説であり，BCも 1000個全部の債権を
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保持するという考えである（☞【図 2】）。上記 665条の 2第 3項は，共有
4 4

であり
共有持分に対応する数量の請求に制限していると考えれば，本事例に類推適用す
るのは難しい。BCの 1000個のリンゴを受ける権利には影響がないことになる。
一方に 1000個引き渡すとそれは有効であり，他方は必ず履行不能になる。ただし，
Bが Cの受領を妨害した場合には，Bの受領は有効だが，Bは Cに対して債権侵
害の不法行為が成立する余地はある。

【図2　上限確定説】
　①C1000個の特定物債権　　1000個の受領は有効である
　②B1000個の特定物債権　　Cへの 1000個の引渡しで履行不能になる

◆関連問題1──BCに500個ずつ引き渡したらどうなるか　　もし，Aが BCにそれぞれ 500個
ずつ引き渡した場合，Aは BCにどのような責任を負うのであろうか。

　❶　割合比例説　　まず，割合比例説では引渡義務は 500個になり，全て履行していることになる。
BCは残り 500個を受けられないが──既に台風の時点で履行不能──，ⓐその原因は不可抗力な
ので Aには責任はなく，Aは BCに対して損害賠償義務を負わない。ⓑ他方で，536条 1項により，
BCは代金の半分の支払を拒絶でき，また，542条 2項により，半分につき売買契約を解除するこ
とができる。

　❷　上限確定説　　他方，上限確定説では，BCにそれぞれ 500個を引き渡すと，その時点で初め
てそれぞれ残り 500個は履行不能になる。Aの行為により初めて履行不能になるので，Aは履行不
能について責任を負うのであろうか。それぞれ残り 500個の引渡しは履行不能になっている。しか
し全員に 1000個の引渡しはできず，それは不可抗力が原因であり，上限確定説でも，割合比例説
と同じ扱いになる（☞ⓐⓑ）。だったら，割合比例説が良いのではないかという疑問を生じるが，
上限確定説では自由競争の関係になり，BC共 1000個受け取れる可能性がある点で，割合比例説
との差が残される。

◆関連問題2──割り切れない場合　　例えば，あるメーカーのαバッグが世界中で限定販売であり，
日本の割り当てが 10個で，そのメーカーの日本支店 Aが 10個仕入れて倉庫に保管しており，特
約店 Bと Cに 2個ずつ販売したとする。Aが盗難にあい，αバッグが 3個又は 1個しか残ってい
ない場合には，ABCの権利関係はどうなるのであろうか。また、盗難で 2個残っているが，Aが，
BCDに 1個ずつ販売していたらどうなるのであろうか。上限確定説では債権に変更はなく，自由
競争又は当事者の協議に任されることになる。やっかいなのは，割合比例説である。3個残ってい
る場合は，BC1個ずつの権利で残り 1個は自由競争というのであろうか。このような問題を避け
られることからも，上限確定説が適切である。

⒝　Cの A及び Bに対する法的請求　　Aが Bに 1000個全部を引き渡した本
問の事例では，それぞれの立場で，Cは ABにどのような法的請求をすることが
できるのであろうか。
ア　割合比例説　　まず，割合比例説では，BCはそれぞれ 500個しか引渡

しを受ける債権を有しておらず，Bが 1000個受け取ったのは，500個分余計に受
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け取ったことになる。500個分の引渡しは無効になる。
❶　Cの Bに対する法的請求

4 4

　　2つの構成が考えられる。
ⅰ　共有構成　　連帯債権ではないので，Cの Bに対する分配請求権は

認められない。500個分の債権なので，Bは引き渡された 1000個全部の所有権を
取得できない。Bに引き渡された 1000個は BCの共有になると考えれば，Cは B

に対して，持分に基づいて 500個の分配請求ができる。
ⅱ　原状回復請求権の代位行使構成　　また，500個分の弁済が無効な

ので，Aは Bに対して原状回復請求権として，500個の返還請求権を取得すると
も考えられる。Cは Aに対する引渡請求権── Aが取り戻せる間は履行不能に
なっていない──に基づきこれを代位行使（代位権の転用）して，Bに自己に
500個を引き渡すよう請求できる（423条の 3）。

◆関連問題──Bが500個既に処分したらどうなるか　　もし，割合比例説で，Bが受け取った
1000個の中の 500個既に処分しており，Bの下に 500個しか残っていない場合，Cの Bに対する
請求権はどう考えるべきであろうか。①共有物の分割請求では，500個は ABの共有であり，1／2
の共有持分に基づいて Aは半分の 250個の引渡請求権が認められることになる。②これに対し，
500個分弁済が無効なので，500個の原状回復請求権が Aに Bに対して成立しており，Cがこれを
代位行使するのであれば，Cは Bに 500個の自己への引渡しを請求できることになる。

❷　Cの Aに対する請求　　Aは Bから 500個取り戻せるので，Cの Aに
対する債権は履行不能になっておらず，Cは Aに対して，Bから 500個取り戻し
て自分に引き渡すよう請求できる。もし，Bが既に処分していれば履行不能に確
定する。その場合，Aは Bに 500個しか引き渡す義務がないのに，Bに 1000個
引き渡しているため，履行不能について責任を負う。台風が原因であり不可抗力
であることを主張できない。
イ　上限確定説

❶　Cの Bに対する法的請求　　上限確定説では，Aの Bへの 1000個の
リンゴの引渡しは有効であり，Bは受領したリンゴ全ての所有権を取得する。C

は Bに対して半分 500個の分配請求権は認められない（二重譲渡の買主同様）。
❷　Cの Aに対する法的請求　　問題は Cの Aに対する損害賠償請求で

ある。リンゴが 1000個しか履行できなくなったのは不可抗力であり Aの帰責事
由はないが，Aが Bだけに渡して Cへの引渡しを履行不能にしているのである。
2つの考えが可能である。

ⅰ　免責肯定説　　まず，Aが BCのいずれかに目的物を引き渡すかは
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自由であり──債権者としても自由競争──，Cへの引渡しが履行不能になって
も債務不履行責任を負わないと考えることもできる。

ⅱ　免責否定説　　他方で，Aが Bに全部を引き渡したために Cへの履
行が不能になったのであり，Aは責任を免れず 415条 1項により責任を負い，同
2項により 1000個分の── 500個ではなく──塡補賠償を義務づけられると考え
ることもできる。しかし，初めから特定物を二重譲渡した場合とは異なり，ⅰの
解決が妥当なように思われる。
⒞　Cの Aに対する法的主張

4 4

　　上限確定説の❷でⅰの立場では，Cは Aに対
して塡補賠償を請求できないとしても，法的主張としては，代金全額の支払を拒
絶でき（536条 1項），また，履行不能を理由に契約全部の解除ができる（542条
1項 1号）。代金は支払われていないので，解除をしても代金の返還請求は問題に
ならない。もちろん，Aの責任を認める立場でも，536条 1項は適用にならない
が──塡補賠償請求権を取得している（415条 2項 1号）──契約解除は可能で
あり，塡補賠償額と代金との差額を賠償請求できる（545条 4項）。

【答案作成についてのコメント】判例もなく，考えの可能性としては 2つが指摘されているが，いず
れによって書いてもよい。考えて自分なりの解答を示す必要がある。おそらく改正法で 665条の 2
第 3項が導入されたので，これを類推適用する答案が多く出されると思われる。

2　［設問 2］について（配点は 30点）

【出題趣旨】　［設問2］は制限種類債権が不可抗力により全債権者への履行ができなくなった後
に，BCそれぞれ 500個の債権という合意がされたので，残された 1000個につきBCが 500
個ずつの引渡しを求める債権を持つだけになっている。この場合に，B用とC用とに分離せ
ず，箱詰めして準備をして翌日の引渡しを待つだけの段階で，不可抗力により履行不能に
なった場合の法律関係（前段），そして，受領遅滞中の段階であった場合の法律関係につい
て（後段），特定との関係に注意しつつ危険負担について考えてもらう問題である。

⑴　［設問 2］前段について
⒜　合意による債権関係　　まず，ABまた ACの合意により，1000個 30万円
の売買契約を 500個 15万円の売買契約に変更している（一部合意解除）。BCの
債権は，甲リンゴ園に残された 1000個のリンゴと特定されつつ，その中のどの
500個と特定されていないので，依然として制限種類債権のままである。
⒝　盗難後の権利関係──特定はないが履行不能
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ア　特定はない　　Aはリンゴ 1000個を収穫し，これを箱に詰めて準備を
して BCに通知をしている。制限種類債権の特定のためには，準備をして渡せる
ようにしただけでは足りず，BC用にそれぞれ別々に特定する必要があり，本問
ではそれがなされていない。したがって，提供は認められるが特定はないことに
なる（最判昭 30･10･18民集 9巻 11号 1642頁［漁業用タール事件］）。［設問 2］
前段では，BCはいまだ受領遅滞にはない。
イ　履行不能になっている── Aの BCへの代金支払請求　　この結果，盗

難が不可抗力であり Aに帰責事由がないが，BC共に，① 536条 1項の危険負担
の抗弁権を援用でき── 412条の 2第 1項で履行不能は抗弁事由になり，それに
対応して反対債権も消滅せず，抗弁権を認める構成に変更された──，また，②
542条 1項 1号により契約解除ができる。なお，412条の 2第 1項の「不能」に
ついては，盗難にあっただけで，物理的に滅失したわけではないが，社会通念上
履行「不能」と考えられる。

⑵　［設問 2］後段について──受領遅滞の事例
⒜　BCいずれも受領遅滞　　後段では，Aは準備をして BCにリンゴの受取

りを催告している。受領遅滞につき債権者に帰責事由が必要なのかは議論がある
が，本問では，BCが受取り期日を徒過しており，引取りにいけなかったのは BC

の自己の都合によるものである（帰責事由あり）。
⒝　受領遅滞中のいずれの帰責事由によらない履行不能

ア　Aは履行不能について責任なし　　制限種類債務であっても履行不能が
ありうるので，特定前にも目的物の善管注意による保管義務があると考えるべき
である（400条類推適用）。しかし，債権者 BCの両者に受領遅滞があり注意義務
が軽減されている（413条 1項）。いずれにせよ，本件盗難は，避け得ない盗難で
あり，Aに帰責事由がない（415条 1項ただし書）。
イ　BCの代金支払義務等について──所有権の移転はないが所有者危険の

移転はある　　受領遅滞中の両当事者の帰責事由なき履行不能は，債権者の帰責
事由による履行不能とみなされる（413条の 2第 2項）。そのため，危険負担をめ
ぐっては【図 3】のような規律を受ける。
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【図3　債権者の帰責事由による履行不能】
　①BCは代金支払拒絶権が認められない（536条 2項）。
　②BCは契約解除ができない（543条）。
　③BCは担保責任の保護を受けられない（567条 2項）。

ウ　結論　　以上の結果，BCはリンゴ 500個の代金 15万円を支払わなけれ
ばならない。BCそれぞれのリンゴを別々に保管していないので，特定による所
有権の移転はないが，所有者危険は買主 BCらに移転することになる。なお，567

条 1項は「目的物」を括弧書で「売買の目的物として特定したものに限る」とし，
「この条において同じ」と規定している。そのため，567条 2項にも適用になるが，
通常の事例を考えた規定であり，本事例にも拡大してよい。

◆関連問題──変更合意がなかったらどうなるか　　もし，ABまた AC間に 500個と変更する合意
がなかったら，［設問 2］後段はどう考えるべきであろうか。①割合比例説では，変更合意なしに
当然に 500個ずつの債権になるので，［設問 2］後段と同じ解決になる。②上限確定説では，BC共
に 1000個の引渡請求権を有しているため，Aが BCに 1000個の提供したら，いずれに危険が移転
するのであろうか。Aは，いずれかに渡せば他方に対する債務は履行不能になり，代金を二重に取
得できなかったのであり，Aが BC両者から代金全額を取得できるのは不合理である。

　　確かに，全部の不能について Aは責任を負わない。しかし，債権者の帰責事由によるものとみな
されるのは，残っていた 1000個の分であり，代金 30万円（60万円ではない）の支払を請求でき
るにすぎない。ところが，Aが BCのいずれからも 30万円の支払を受けられるのでは，過ぎた保
護を与えることになる（合計 60万円になる）。かといって，Aがいずれに請求するのか決められる
というのも公平ではない。では，BCに 15万円ずつの分割債務になると考えるか。それも別々に
回収する手間を負担させ適切ではない。

　　そこで，Aは BCいずれに対しても代金 30万円の支払を請求できるが，不真正連帯債務の関係と
考えて，BC間で 15万円を超えて支払った場合，その超えた金額を他方に求償できると解すべき
である。

【答案作成についてのコメント】本問は制限種類債権という特殊事例を扱っているが，基本は改正法
の危険負担の規定をあてはめて解決をしてもらう問題である。危険負担の規律が旧法とは変わった
こと，また，後段では，413条の 2第 2項を中心として危険負担がらみの規律を芋づる式に持ち出
して論じることが必要である。

3　［設問 3］について（配点は 30点）

【出題趣旨】　［設問3］は，αリンゴ 1000個の引渡義務を，甲リンゴ園のαリンゴ 500個と乙
リンゴ園のαリンゴ 500個の引渡しに変更することが合意されており，これが更改としてな
されたか代物弁済としてなされたかで法的扱いがどう異なってくるのか検討し，いずれが本
事例の解決として適切なのかを考えてもらう問題である。
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⑴　債務内容の変更（更改契約）だとすると

⒜　債務が当然に変更される　　まず，本件合意は，下記【図 4】のように残
り 500個につき甲リンゴ園のαリンゴから乙リンゴ園のαリンゴ（これも制限種
類債権である）の引渡しに変更する合意であり，513条 1号の「給付の内容」に
重要な変更をするものであり，更改と考えることができる。ただそのためには，
乙リンゴ園のリンゴαの引渡しがなくても甲リンゴ園のリンゴαの引渡しを求め
る債権は，合意だけで消滅すると意識されていることが必要である。

【図4　債務内容の変更】
　①当初の債務　　甲リンゴ園のαリンゴ1000個の引渡義務
　②変更後の債務内容
　　ⓐ甲リンゴ園のαリンゴ500個の引渡義務
　　ⓑ乙リンゴ園のαリンゴ500個の引渡義務

⒝　危険が移転する　　［設問 3］では，Aによる乙農園のαリンゴ 500個の提
供は有効である。この結果，Cは受領遅滞になり，413条の 2第 2項が適用になる。
従って，既に述べたように，Cは 536条 2項，567条 2項により代金支払義務を
免れない。

⑵　代物弁済契約だとすると

⒜　合意の分析　　乙リンゴ園のαリンゴ 500個を引き渡して初めて甲リンゴ
園のαリンゴ 500個の引渡義務が消滅するという内容の場合には，合意だけでは
当初のαリンゴの引渡義務は消滅しておらず，代物弁済の合意となる（☞【図5】）。
代物弁済をめぐっては，2つの合意，そして合意と代物による弁済行為とが区別
される（☞ア❶❷）。

【図5　代物弁済】
　①当初の債務　　甲リンゴ園のαリンゴ1000個の引渡義務
　②変更後の債務内容
　　ⓐ甲リンゴ園のαリンゴ500個の引渡義務
　　ⓑそれ以外の義務
　　　ⅰ甲リンゴ園のαリンゴ500個の引渡義務（未だ消滅していない）
　　　ⅱ�乙リンゴ園のαリンゴ500個の引渡しによる代物弁済義務（これが必須かⅰとの選択

か［また誰に選択権があるのか］かは合意による）
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ア　代物「弁済」により当初の債務が初めて消滅する

❶　代物「弁済」が必要　　債務の消滅のためには，弁済が必要であり
（473条），代物弁済では，代物での「弁済」が必要になる。その意味で，代物弁
済では，更改とは異なり合意だけでは債務は消滅せず，代物での「弁済」が必須
である。

❷　代物での弁済に弁済の効力を付与する合意が必要──要物契約？　　
何も合意がなければ代物では「弁済」の効力が生じるわけはなく，代物の引渡し
に当初の債務の「弁済」の効力を認めるという当事者の合意──債権契約ではな
く準物権契約──が必要である。その合意の効力により代物の引渡しに当初の債
務に対する弁済が有効になる。

ⅰ　要物契約か　　代物「弁済」の効力が生じるのには代物「弁済」が
必要であり，この準物権契約は要物契約と考えられている。質権設定の合意とそ
の後の質物の引渡しと同様の関係と理解することになる。

ⅱ　弁済がされていないだけ　　ただし，代物による弁済がなされたら
弁済の効力を付与するという代物弁済契約

4 4

の効力は既に生じており，代物弁済は
弁済の効力が生じるための要件と切り離して考えることもできる。質権設定契約

4 4

も，質物の引渡しがあれば質権が成立するという効力は生じており，引渡しは
「質権」の成立要件と切り離すこともできる。

イ　代物の引渡しを約束する合意──債権契約（諾成契約）　　代物弁済に
効力を付与する合意とは別に，代物の引渡しを約束する債権契約をすることは契
約自由の原則（521条 2項）からして，その効力を否定する理由はない。ただそ
の法的構成もいくつか考えられ，どの合意をするかは自由であり，事実認定の問
題になる。

❶　選択債務の合意　　まず，当初の債務と代物弁済義務とを選択債務と
する合意が考えられ，その選択権を債務者，債権者のいずれに与えるか──債務
者に選択権を認める場合，任意債務という構成も考えられる──，催告による選
択権の移転を認めるか，全て当事者の合意に従う。本問では，BC全員に 1000個
の引渡しができないためこのような合意をしたので，選択債務と認定するのは難
しい。

❷　代物弁済義務の履行に限定する　　例えば，100万円の債務に代えて
甲画の引渡しを合意した場合，債務者は 100万円の支払を免れる，債権者は甲画
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を手に入れることができると期待しているのであり，債権者や債務者が 100万円
の支払を選べるというのは，当事者の予期に反する。そのため，2つの債務が成
立するが，代物弁済義務の履行しか認められない── 100万円を提供・供託して
も無効──という合意がされていると考えるべき場合もある。本問はこの事例と
考えられる。
⒝　本問はどう考えるべきか

ア　いずれの契約と認定すべきか

❶　更改と代物弁済❷の可能性　　では，本問はどう考えるべきであろう
か。甲リンゴ園のαリンゴの引渡しは想定されておらず，債務者 Aの選択権も債
権者 BCの選択権も考えられていない。この意味では，更改が適切であるが，代
物弁済でも❷のように考えることができ，この点ではいずれが適切か判断できな
い。

❷　合意だけで当初の債務を消滅させる意図　　本問では，甲リンゴ園の
αリンゴに代えて乙リンゴ園のαリンゴを引き渡す義務に一本化する，合意だけ
で甲リンゴ園のαリンゴの引渡義務を消滅させることが意図されているものとい
える。そのため，債務内容を変更する更改契約と認めるのが，当事者の通常の意
思に合致したものであり適切である（取引通念に従った契約解釈）。
イ　AC間の法律関係についての結論
❶　更改では　　更改の場合には，既に乙リンゴ園の 500個のリンゴの引

渡義務が成立しているため，乙リンゴ園の 500個のαリンゴの提供は有効であり，
危険は Cに移転しており，Cは Aに代金全額の支払を免れない。

❷　代物弁済では　　代物弁済契約❷の場合でも，代物弁済義務は成立し
ているため，乙リンゴ園の 500個のαリンゴの提供は有効である。この結果，危
険は Cに移転しており，Cは Aに代金全額の支払を免れず，結論には差はないこ
とになる。代物弁済契約❶で債権者に選択権を認めると，Cは甲リンゴ園のリン
ゴの引渡しを選択して，乙リンゴ園の 500個のαリンゴの受領を拒絶し危険の移
転を否定できる（これは適切ではない）。

【答案作成についてのコメント】本問は更改か代物弁済の合意のいずれも検討して，とくに代物弁済
の合意について改正法も踏まえた分析を行うべきである。結論としては，Cの代金支払義務を認め
ることが落としどころとなる。
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1　［設問 1］について
⑴　BCの Aに対する債権の分析
　BCいずれの債権も、Aに対する甲リンゴ園に今なっているαリンゴ（特定物）の
中から 1000 個の引渡しを受ける債権である（制限種類債権）。ところが、本問では不
可抗力たる台風により、甲リンゴ園のリンゴが 1000 個に減り、BC両者に 1000 個を
引き渡すことができなくなった。そして、Aは Bに 1000 個全部を引き渡している。
　この場合、Cは、AまたBに対してどのような法的請求・法的主張ができるので
あろうか。
⑵　Cの Bに対する法的請求・主張
　⒜　BCの債権はどうなるか　　BCの債権は、目的物が 1000 個になったので 500
個ずつの引渡請求権（分割債権）になると考えるべきであろうか。この点、665 条の
2第 3項を類推適用することは無理である。同規定は、目的物が混和（245 条）によ
り共有となるため、持分に応じた請求権に限定されるのであり、共有という事情のな
い本問にはその趣旨はあてはまらないからである。
　⒝　Cは Bに何も請求できない　　このため、BCの債権は、それぞれ 1000 個の
引渡請求権のままであり、Aの Bに対する 1000 個の甲リンゴ園のαリンゴの引渡し
は有効である。連帯債権でもないため、Cの Bに対する分配請求は認められない。
ただしBが、Cが引渡しを受けるのを故意的に妨害したならば、債権侵害の不法行
為が成立する可能性はある。しかし、Aは長年の顧客Bに引き渡しただけであり、
そのような事情は認められない。よって、Cは Bに対して何らの法的請求は認めら
れない。
⑶　Cの Aに対する法的請求
　⒜　塡補賠償請求　　では、CはAに対して債務不履行（履行不能）を理由に、
1000 個分の塡補賠償（415 条 2 項）を請求できるのであろうか。Cは 1000 個の引渡請
求権があり、AがCではなくBに全て引き渡したため、Cの債権が履行不能になっ
ている。一見すると、二重譲渡で一方に履行して他方が履行不能になった事例同様に、
当然に塡補賠償（415 条 2 項）ができるかのようである。
　⒝　危険負担によるべき　　しかし、合計 2000 個の債権に対して 1000 個は履行不
能にならざるをえず、それはAの帰責事由によるものではない。いずれが履行不能
になるかは、債権回収の自由競争にまかされ、債務者Aが一方に履行したことは違
法性を欠くと考えるべきである。よって、CはAに対して、1000 個について塡補賠
償を請求できない。Aは、代金の支払請求に対して危険負担の抗弁を主張でき（536
条）、また、契約全部を、履行不能を理由に解除することができる（542 条 1 項 1 号）。

2　［設問 2］前段について
⑴　合意による債権関係

■ No.1 模範答案例 ■
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　BCとAとの間で、一部合意解除がされ、500 個の引渡義務が残されている。その
ため、甲リンゴ園のαリンゴは 1000 個あり、いずれも全額の履行が可能である。
⑵　盗難による権利関係
　⒜　不可抗力による履行不能　　ところが、その後、用意したリンゴ全部が盗難に
あっている。B引渡用、C引渡用と分離はされていないため、用意した旨を伝えて翌
日引取りに来るよう催告しても特定はない（特定債権の一種だが、401 条 2 項を類推適
用できる）。しかし、全部が盗難にあっているため、BCいずれについても全部履行不
能になっている。もはや窃盗団からリンゴを取り戻すことは期待できず、社会通念上
「不能」といえる（412 条の 2第 1 項）。履行不能につきAに過失がないので、Aは損
害賠償義務を負うことはない（415 条 1 項ただし書）。
　⒝　危険負担による処理　　盗難は、引取期日前なので、BCは受領遅滞にはない。
そのため、BCに危険は移転しておらず、BCは代金全額の支払を拒絶することがで
き（536 条 1 項）、また、BCいずれも契約全部を解除することができる（542 条 1 項 1
号）。543 条は適用にならず、契約解除には、債務者の帰責事由は不要である。

3　［設問 2］後段について
⑴　BCいずれも受領遅滞　　後段の事例では、Aがリンゴを準備して、BCに翌日
の引取りを催告し、引渡前にAに過失なく全部窃盗にあっている。これが社会通念
上履行不能であることは、前段と同様である。前段と異なるのは、BCが引取期日に
引取りにいかず、BC共に受領遅滞にあることである。
⑵　受領遅滞中のいずれの帰責事由にもよらない履行不能
　⒜　Aには履行不能に責任なし　　制限種類債務も特定前に善管注意による保管義
務はあるが、本問では、BCに受領遅滞があるため、Aの注意義務が軽減される（413
条 1 項）。また、避け得ない盗難であり、Aに帰責事由はない（415 条 1 項ただし書）。
問題文でも、Aに過失がないことが確認されている。従って、Aは BCいずれに対し
ても損害賠償義務（塡補賠償義務）を負うことはない。
　よって、BCはAの代金支払請求に対して損害賠償請求権による相殺を主張するこ
とはできない。
　⒝　Aの BCへの代金支払請求の可否
　　①　不可抗力である　　履行不能原因は盗難であり、BCに帰責事由はない。で
は、BCは、危険負担につき 536 条 2 項によらず、同 1項により代金の支払を拒み、
また、543 条は適用されることなく、542 条 1 項 1 号により、売買契約を解除できる
のであろうか。Aからの反論を検討してみたい。
　　②　債権者の帰責事由が擬制される　　Aからは、BCには受領遅滞があり、そ
のため、413 条の 2第 2項により本件履行不能は債権者BCの帰責事由によるものと
みなされるとの主張がされることが考えられる。また、567 条 2 項の援用も考えられ
る。これは正当である。確かに特定はないが、567 条 2 項のためには提供だけで十分
であり、「前項と同様とする」というのは同条 1項括弧書の「特定」までは要求され
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ないと解すべきである。
　　③　結論　　この結果、536 条 2 項が適用されBCは代金の支払を免れない。ま
た、543 条が適用されBCは売買契約を解除することもできない。この結果、Aは、
BCに対しそれぞれ 15 万円の代金の支払を求めることができる。

4　［設問 3］について
⑴　更改契約だとすると
　まず、AB間、AC間の本件合意を 500 個につき、甲リンゴ園のαリンゴ 500 個か
ら乙リンゴ園のαリンゴ 500 個に変更する更改契約（契約上の債務の内容の変更契約）
であるとすると、Cは、もはや甲リンゴ園のαリンゴ 500 個の引渡しを請求すること
はできない。Aの提供した乙リンゴ園のαリンゴ 500 個の受領を拒絶したことによ
り、目的物が特定しまた同時にCは受領遅滞になる。
　その結果、その後のAの過失によらない盗難には、413 条の 2第 2項が適用され、
Cは乙リンゴ園のαリンゴ500個分の代金15万円の支払義務を免れない（536条 2項、
567 条 2 項）。
⑵　代物弁済契約だとすると
　⒜　代物弁済まで元の債務は消滅しない　　代物弁済の場合には、債務が消滅する
には代物「弁済」が必要であり、それまでは、甲リンゴ園のαリンゴ 500 個の引渡義
務が残っている。ただし、代物弁済「契約」は合意だけで成立する諾成契約である
（522 条 2 項）。その結果、甲リンゴ園のαリンゴ 500 個に代えて乙リンゴ園のαリン
ゴ 500 個を引き渡す債務が成立している。
　⒝　2つの債務の関係　　甲リンゴ園のαリンゴの引渡義務とそれに代えて乙リン
ゴ園のαリンゴの引渡義務の 2つが成立するが、2つの債務の関係はどう考えるべき
であろうか。いくつかの合意が考えられる。本問の処理は、いずれによるかにより異
なってくる。
　　①　選択を認める　　まず、選択関係にすることが考えられ、債権者Cに選択
権が与えられる場合では、Cは甲リンゴ園のαリンゴ 500 個を選択し、乙リンゴ園の
αリンゴ 500 個の受領を拒絶できる。この場合には、乙リンゴ園のαリンゴ 500 個の
提供がされても、Cに受領遅滞はなく危険はCに移転していない。Cは 536 条 1 項
を援用し、542 条 2 項により 500 個分の解除ができる。
　　②　代物弁済に限定する　　他方で、甲リンゴ園のαリンゴ 500 個に代えて乙リ
ンゴ園のαリンゴ 500 個を引き渡す債務の履行また履行請求しかできないものとする
ことも考えられる。この場合には、Cは乙リンゴ園のαリンゴ 500 個の受領を拒絶で
きず、受領遅滞となり、代金 15 万円の支払を免れない。本問では、甲リンゴ園のα
リンゴ 500 個の引渡しの選択の余地を残しているとは考えられず、②が合意されてい
ると解される。
　　③　本問の結論　　②では更改と同じ結論になるが、①で債権者に選択権を認め
ると、Cは甲リンゴ園のαリンゴを選択でき、乙リンゴ園のαリンゴの受取りを拒絶
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でき、危険の移転を争うことができる。後者は適切ではない。
⑶　いずれの契約と認定するのが適切か
　以上のように、本問では、更改契約、代物弁済契約のいずれと構成しようと、Aが
Cに代金 15 万円の支払を請求できるという結論に変わりはない。そうだとすると、
甲リンゴ園のαリンゴ 500 個の引渡義務を、乙リンゴ園のαリンゴ 500 個の引渡しに
より初めて消滅させるのが、当事者の意思に合致するかどうかにより決められるべき
である。BCに甲リンゴ園のαリンゴ 1000 個ずつ引き渡せなくなったため、本件契
約をしたのであり、もはや甲リンゴ園のαリンゴ 500 個の引渡しは想定していない。
そのため、更改契約と解するのが適切であると思われる。
� 以上


